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変更履歴 
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版 変更内容 主な変更箇所 

2016年4月版 新規作成 

2017年4月版 ・システムのリプレース時期を一部明記 主要システムスケジュール 
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Ⅰ. ITマスタープランの目的 



ITマスタープランの目的 
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ITマスタープランは、日本取引所グループのITに係る方向性や戦略を社内

外に明確に発信し、中期経営計画達成のため経営とITが一体となってビジ

ネスを推進していくことを目的として策定している。 

Ⅰ. 
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Ⅱ. IT部門の取組み（2016-2018） 



IT部門の取組み（2016～2018年度） 
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Ⅱ. 

市場運営の安定性の確保に向けた 

事業ポートフォリオの多様化 

新たなビジネスへの 

積極的な進出 

JPXグループの 

総合力の発揮 

統合の成功を基礎として、市場の持続的な発展に向けて投資を強化 

第二次中期経営計画 

IT部門の取組み 

 商品多様化及びリスク
管理高度化にむけたシ
ステム基盤の強化。 

 決済期間短縮化・ポス
トトレードビジネスの
拡大に伴うシステムイ
ンフラ面の整備・強化。 

取組み① 
 

清算・決済サービスの 
拡大／基盤強化 

取組み③ 
 

次期J-GATE、 
次期ToSTNeTの開発 

取組み② 
 

次世代売買システムの 
構想 

取組み④ 
 

BCP・サイバー 
セキュリティの強化 

 JPX市場の更なる利便
性・信頼性の向上、コ
スト効率の改善等の観
点から、次世代売買シ
ステム構想の検討に着
手。 

 取扱商品の拡充や既存
商品の底上げ、流動性
拡大を目指し、競争力
のある処理性能・信頼
性・耐障害性の高いシ
ステム開発を推進。 

 リスクが高まりつつあ
る当社グループのサイ
バーセキュリティ強化。 

 現行のコンティンジェ
ンシープランについて、
政府の防災基本計画の
改訂内容等を踏まえた
見直しの検討、運用の
強化に着手。 

事業別部門間の連携・相互補完を通じた

JPX市場の発展 
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Ⅲ．ITシステムプラン 



ITシステムプラン 

システム概要 

プライマリセンタ 

セカンダリセンタ 

AP

１ 

AP

2 

arrownet 
光リング網 

売買系システム 

清算系システム 

その他システム 

売買系システム 

清算系システム 

その他システム 

東京証券取引所 
 (兜町) 

専用線 VPN等 

バックアップ 
オフィス 

大阪取引所 
 (北浜) 

証券会社等 
利用者 

AP

3 

Ⅲ. 
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～2017年3月時点～ 



主要システムスケジュール 
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度～ 

※ 詳細スケジュールについては今後検討。 

arrowhead 
(現物) 

稼 働 

2015.9 
リニューアル 

※ 

ISCシステム 
(指数算出) 

新J-GATE 
 (先物/オプション) 

稼 働 ※ 

稼 働 
2015.9 

リニューアル 

2016.7 
新規稼働 TOCOMへのサービス提供開始 

※ 

サービス提供 

2016.9 

取引所清算 
システム 

機能追加 

2015.10 
新日銀ネット対応 

2017年度4Q 
デリバティブ清算機能の刷新 
リスク・担保管理機能の高度化 

時期未定 

OTC清算 
システム 

国債 
清算システム 

2017年度4Q 

2015.10 
新規稼働 

機能追加 

2018.5 
決済期間短縮対応 

時期未定 

稼 働 

ITシステムプラン Ⅲ. 

売
買
系 

清
算
系 

2011.11稼働 

旧 
ToSTNeTシステム 

 (現物立会外) 

新 
ToSTNeTシステム 

 (現物立会外) 

※ 

2017.3 
新規稼働 

稼 働 

旧J-GATE 
 (先物/オプション) 

機能追加 

2017.10 
新商品追加等 



 本資料は、株式会社日本取引所グループ（以下「当社」という）に関する情報提供のみ
を目的とするものであり、国内外を問わず証券の募集や勧誘を目的とするものではありま
せん。当社証券は1933年米国証券法に従って登録がなされたものでも、また今後登録がな
されるものでもなく、1933年米国証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登録の免除を
受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは許されません。 
  
 本資料には、将来に関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料作成時点
における入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る仮定を前提と
しており、かかる記述及び仮定は将来実現する保証はなく、実際の結果と大きく異なる可
能性があります。また、事業戦略など、将来の見通しに関する事項はその時点での当社の
認識を反映しており、一定のリスクや不確実性が含まれております。そのため、将来の見
通しと実際の結果は必ずしも一致するものではありません。当社は、これらの将来の見通
しに関する事項を常に改定する訳ではなく、またその責任も有しません。 


